
第３章

各種届出に関する留意事項について
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１．変更届出に関する留意事項について

１ 提出期限

（１）事業所又は施設の名称や、代表者又は開設者の氏名及び住所等、指定申請時に届出

事項について、変更が生じた場合は、各サービス事業所ごとに、変更の事由が発生

した日から１０日以内に変更の届出を行う必要があります。

サービス毎に変更届出の必要な事項は異なりますので、具体的に変更届出が必要な

事項は、資料１「変更届出事項一覧表」を参照下さい。

（２）利用定員を増員する場合(通所系サービス)

通所系のサービスの利用定員を増員する場合には、事前に届出が必要となり、適用

する前月の１５日までに届出を提出し、変更後の利用定員の適用日は、変更届出を受

理した翌月の１日からとなります （詳細は、資料２「通所サービスの利用定員の変。

更について」を確認）

（３）事業所の所在地を変更する場合

事業所の所在地を変更する場合は、１ヶ月前までに変更届出を提出することになり

ます。(なお、届出を提出する以前から平面図等を持参して区画や設備等について相

談することが望ましい。)

＜注意事項等＞

・事業所の所在地を変更する場合は、原則、現地確認を行います。

、 、 。・事業所の移転が 市町村をまたぐ変更の場合 介護保険事業所番号が変更となります

（市町村内の移転でも介護保険事業所番号が編子になる場合があります ）。

（４）法人の基本情報（代表者の氏名等）に変更がある場合

複数の介護サービス事業所を運営している事業所において、法人の基本情報（代表

） 。者の氏名・住所 に変更がある場合の変更届出書は以下により提出をお願いします等

① 変更届出書（第３号様式）の作成は１部とし、第３号様式“サービスの種類欄”

等に該当するサービスを列記するか、別途、該当する事業所の一覧（様式は任意と

し、事業所番号、事業所名、サービス名を記載）を添付してください。

② 登記簿等の添付書類については、原本（又は写し）を１部添付して下さい。

③ 「誓約書」は、居宅サービス、介護予防サービス、施設系で異なるので、上記区

分毎に誓約書を必ず１部ずつ添付してください。※居宅サービスを複数開設してい

る場合（例えば通所介護と訪問介護を開設している場合等）は、居宅サービスの誓

約書を１部添付して下さい。

④ 事業所が複数の所管（高齢者福祉介護課、各福祉事務所）にまたがる場合は、高

齢者福祉介護課に提出して下さい。
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＜注意事項等＞

・従来は各サービス、事業所毎に書類を作成頂いておりましたが、双方の事務の軽減を

考慮し、変更届出書（第３号様式）及び添付書類をまとめて、提出していただくことし

たので、ご協力お願いします。

２ 運営規程について

（１）各事業所においては、運営規程で資料３「運営規程及び重要事項説明書の規程並び

に掲示が必要な項目」にある事項を定める必要があり、各規程事項を変更する場合に

は変更届出が必要になります。

ただし、通所系サービスの利用定員を変更する場合については、別の取扱いとなり

ます （資料２「通所サービスの利用定員の変更について」のとおり 。。 。）

（２）職員の職種・員数・職務内容

運営規程における「職員の職種、員数及び職務の内容」は、事業所としての基本的

な職員の体制を示すものであり、当該事業所においてどの職務にどれだけの員数を配

置するのか定めるものになります。

そのため、事業所の基本体制として「介護職員 人」と運営規程で定めた場合、15
急な退職等によって一時的に 人になったとしても、 人の体制を維持するため募14 15
集等を行っている場合は運営規程の変更をする必要はありません。

ただし、介護職員の体制を 名で今後運営していくのであれば、運営規程を変更14
し、変更届出を提出する必要があります。
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＜記載例＞

介護職員 常勤 人、非常勤５人 や 訪問介護員 常勤４人10
介護職 常勤１３人以上 や 訪問介護員 常勤換算３．５人以上

※常勤換算で職員の配置が可能な職務において、非常勤職員の雇用が多く職員の異動

が多い場合等は「○○人以上」の表記でも可。

＜よくある質問＞

Ｑ１．職員の異動等に伴い、業務の引継ぎのため一時的に員数が増える場合、運営規程

の変更及び変更届出を行う必要か？

Ａ１．職員の配置体制に変更はなくあくまでも短期的な増減であれば、運営規程の変更

等は不要。

Ｑ２．職員の退職により補充職員の募集を行っておりますが、なかなか応募がありませ

ん。このまま職員を確保できない状態が続く場合は、運営規程を変更する必要か？

Ａ２．職員体制に変更はなく、職員募集等を行っているのであれば、運営規程の変更は

不要。実態として職員確保が見込めない状態が長期的に継続する場合は、そもそもの

職員体制の見直しを検討して下さい。

＜共通注意事項等＞

※附則の年月日がもれている場合があるので、注意して下さい。

※運営規程を添付する際に附則の履歴が多数ある場合は、当初と最新の附則のみを表記

し、中間の附則については省略してもかまいません。

次ページに続く
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３ 事前に調整の必要な事項

営利法人から非営利法人へ変更する場合や、会社の吸収合併等を行った場合、新たに指

定申請を行う必要とする場合がありますので、事前に所管窓口までご相談下さい。

なお、新たに指定申請が必要な場合は、元の事業所については 「廃止届出」を行う必、

要がありますが、その際に廃止年月日（法人格の変更年月日）と新規指定の日に差が生じ

てサービス提供の空白期間が発生し、利用者がサービスの提供を受けることができないと

行った事態が生じないよう、時間に余裕をもって指定申請を行って下さい。

区分 例示 届出区分

個人から法人へ変更 個人で開設する病院・診療所が法人化する場 新規指定申請

合

法人の性質変更 ＜営利法人から非営利法人へ変更する場合＞ 新規指定申請

(例)有限会社 → 法人NPO
(例)株式会社 → 社会福祉法人

＜非営利法人から営利法人へ変更する場合＞

(例)医療法人 → 株式会社

(例)社会福祉法人 → 合同会社

法人の組織変更 ＜法人の組織変更＞ 変更届出

743以下のような法人の組織変更（会社法第

条）は会社の法人格は前後同一として変更届

出で可。

(例)有限会社 → 株式会社

(例)合同会社 → 株式会社

法人合併 ・Ｂ法人がＡ法人を吸収合併し、Ａ法人の介 新規指定申請

護サービス事業を引き継ぐ場合

・Ａ法人とＢ法人が合併し、Ｃ法人となる場

合

・市町村合併により法人を合併し、新たに法

人を設立する場合

(例)社会福祉協議会

H13.3.28 vol.106 1 2（参考） 事務連絡介護保険最新情報 運営基準等に係るＱ＆Ａ Ⅰの 、

70



４ 書類作成にあたっての留意事項

変更届出を行うにあたっては、変更する事項により添付する書類が異なります。

資料４「変更届出書添付書類一覧」を確認のうえ、提出して下さい。

また、添付書類に関し、以下の記載漏れ等の誤りが多くなっていますので留意して下

さい。

提出書類 留意事項等

第３号様式 ア 具体的な記入方法は、資料５「変更届出書記載例」をご覧下さい。

イ 「指定の内容を変更した事務所(施設)」欄の「名称」は、法人名で

はなく事業所名を記入すること 「所在地」は、登記簿等に記載され。

ている所在地(丁目、番地、号、ビル名等の方書)を正確に記載するこ

と。

「 」 。ウ サービスの種類 欄の書き漏れが多いので忘れずに記入すること

エ 「変更の内容」(「変更内容対照表」)

・変更箇所にアンダーラインを付すること。

・従業員の変更の場合、種類、氏名を記載すること。

、 。・代表者又は開設者の変更の場合は 氏名にフリガナを明記すること

オ 「変更年月日」について

・変更年月日の記載誤りが多い。

・変更年月日が異なる（複数）場合で、まとめて変更届出を行う場合

は、変更事項と変更年月日がわかるよう記載すること。

例（旧）① 管理者○○ ②介護支援専門員○○

（新）② 管理者△△ ②介護支援専門員△△

変更年月日 ① 令和○年○月○日

② 令和△年△月△日

付表 ア 「事業所名称」

・法人の名称ではなく事業所名を記入すること。

イ 「管理者」が他の職種を兼務している場合の記入方法

(ア)今回変更届を出している事業所内で、管理業務以外に他の職種の業

務を行っている場合は 「当該事業所で兼務する他の職種」の職種、

を記入すること。

(イ) 今回変更届を出している事業所以外で、同じ敷地内にある他の事

業所や施設の職務に従事している場合は 「兼務する同一敷地内の、

」 、 、他の事業所又は施設(兼務の場合のみ記入) にその事業所名 職種

勤務時間を記入すること。

ウ 「従業者」

・常勤換算後の人数の記入漏れ、または計算ミスが多いので留意する

こと。

・勤務形態の人数は、勤務形態一覧表、運営規程と合致させること。
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※ただし、勤務形態一覧表については、職員の採用、退職により一致

しない場合があります。

エ「営業時間」

・ 営業時間」と「サービス提供時間」が異なる場合には、備考欄に「

「サービス提供時間」と記載すること。

、勤務形態一覧 ア 同一事業所又は併設事業所で二つ以上の職種を兼務している場合は

表 二段書きにし、それぞれの職種と勤務時間を分けて記入すること。

また、勤務形態は明確にすること。

イ 常勤の勤務時間に達しない職員を常勤としている場合や、他のサー

ビス事業所の職務（管理者除く）に勤務している職員を常勤としてい

る（非常勤専従が正しい）ケースが多いので、気をつけること。

エ 常勤・非常勤は、雇用形態ではなく、勤務形態により判断します。

、 「 （ ） 」 。詳細は 別添 介護保険上の人員配置 勤務形態 の考え方 を参照

資格証、契約 ア 資格証、契約書等の写しについては、必ず原本証明を行うこと。

書等の 写し (例)（ ）

この写しは、原本と相違ありません。

令和○○年○○月○○日

法人名 株式会社 北部福祉サービス

代表者職・氏名 代表取締役 金城 太郎 印

イ 資格を有する者は、資料６「指定居宅サービス等の従事者に関する

資格要件チェックリスト」を参照下さい。

運営規程 ア 職員人数の記載誤りが特に多いのでご注意下さい。

付表、勤務形態一覧表、運営規程の職員の人数は一致させてくださ

い。

※ただし、勤務形態一覧表については、職員の採用、退職により一致し

ない場合があります。

平面図・写真 ア 平面図

・平面図には、各専用区画の用途を明示すること。

（ 相談室 「会議室」等）「 」、

・建物を含めた敷地全体図を添付すること。

・また、備品(事務机、テーブル、ベッド等)のレイアウトも明示する

こと。

イ 写真平面図と各専用施設ごとの写真を添付すること。

・写真はＡ４台紙に貼付のこと。上記平面図（又は別添図添付）に撮

影方向を明示して下さい。
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誓約書 ア 誓約書の添付漏れ（管理者が変更した場合も必要です ）が多いの。

でご注意下さい。

イ サービスの種類（以下の区分）によって誓約書の様式が異なるので

注意すること。

（居宅サービス事業者）

（介護予防サービス事業者）

（介護老人福祉施設）

（介護老人保健施設）

（介護療養型医療施設）

（介護医療院）

老人福祉法に ・提出にあたっては、資料７「老人福祉法に基づく居宅生活支援事業等

基づく変更届 の届出について」を参照。

出 ・添付書類の不備が多いので、注意すること。

※変更届出の説明（留意事項、添付書類一覧等）や、所定の様式は沖縄県高齢者福祉介護

課のホームページからダウンロードできます。

＜変更届出の説明＞

https://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/korei/shido/kaisei/hennkou.html#henkou
ホーム > 健康・医療・福祉 > 高齢者福祉 > 介護サービス関係（介護指導班） > 変更

等届出（休止・廃止・再開含む）

＜所定の様式＞

https://www.pref.okinawa.jp/site/kodomo/korei/shido/kaisei/yousiki1.html
ホーム > 健康・医療・福祉 > 高齢者福祉 > 介護サービス関係（介護指導班） > 届出

様式（指定・変更等届出）
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一
覧

表

変
更
が
あ
っ
た
事
項

サ
　

　
ー

　
　

ビ
　

　
ス
　
　
の
　
　
種
　
　
類
　
(
※
1
)

資
料
１

資
料
１
「
変
更
届
出
事
項
一
覧
表
」
.x
ls
x変
更
届
出
事
項
一
覧
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資料２

通所サービスの利用定員の変更について

変更の届出は、通常、変更後１０日以内に行っていただいているところですが、通所サ

ービスの利用定員に関する変更については、事業を運営するにあたって特に重要な事項で

あり、また居宅介護支援事業所や利用者等へ一定の周知期間を確保する必要があります。

そのため、当該事項を変更し、利用定員を増員する場合には、事前に届出を行っていた

だくこととしますので、下記の事項に留意のうえ、手続を行ってください。

建物を改築して増員する場合は、建築基準法や都市計画法などの手続きが必要となる場

合がありますので、建築基準法や都市計画法を所管する部署にご確認の上、届出を提出す

るようお願いします。

記

１ 対象となるサービス：通所介護・通所リハビリテーション（予防）

２ 対象となる届出事項：利用定員（増員する場合のみ ）。

３ 届出事項の適用年月日

変更後の利用定員の適用年月日は、原則として変更届出を受理した翌月の１日としま

す。また、届出を受理した場合には、沖縄県よりその旨通知を行います。

４ 届出時期

変更届出の審査には、通常２週間から１ヶ月要しますので、適用する前月の１５日ま

でに届出を行っていただきますようお願いします （審査に現地確認が必要な場合もあ。

りますので、事前に調整を行ってください ）。

５ 変更届出に必要な書類

（１）変更届出書

（２）付表

（３）変更内容対照表

（４）変更後の運営規程

（５）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

（６）職員の資格証の写し（資格を要する職種のみ ）。

（７）事業所の平面図（備品等のレイアウトを明示すること ）。

（８）改築の場合 「建築、消防への確認（様式３ 」、 ）

６ その他

利用定員を変更するにあたって 「職員の職種、員数 「事業所の平面図」の変更が、 」

必要な場合は、併せて事前に届出を行ってください。

.jtd資料２「通所サービスの利用定員の変更について」
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掲示項目

サービス

訪問介護 ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

訪問入浴介
護

● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

訪問看護 ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

訪問リハビリ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

居宅療養管
理指導

● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

通所介護 ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ◎

通所リハビリ ● ● ● ● ● ● ○ ○ ● ○ ◎

短期入所生
活介護

● ● ● ●
送迎

● ● ○ ○ ● ○ ◎

短期入所療
養介護

● ● ● ●
送迎

○ ○ ● ● ○ ◎

特定施設入
居者生活介
護

● ● ● ● ● ○ ○ ● ●
●
※

◎

福祉用具貸
与

● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

特定福祉用
具販売

● ● ● ● ● ○ ○ ○ ◎

介護老人福
祉施設

● ● ● ● ○ ○ ● ● △ ○ ○ ◎

介護老人保
健施設

● ● ● ● ○ ○ ● ● △ ○ ◎

介護療養型
医療施設

● ● ● ● ○ ○ ● ● ○ ◎

介護医療院 ● ● ● ● ○ ○ ● ● △ ○ ◎

※”一時介護室”の設置がない場合は不要。

非
常
災
害
対
策

秘
密
保
持

施
設
利
用
に
関
す

る
留
意
事
項

協
力
病
院

運営規程及び重要事項説明書の規定並びに掲示が必要な項目（再掲）

　●＝掲示、重要事項説明書、運営規程　　　◎＝重要事項説明書、運営規程（掲示は任意）

　○＝掲示、重要事項説明書　　　　　　　　　　△＝掲示

運
営
方
針

事
業
目
的

利
用
料

介
護
内
容

勤
務
内
容

勤
務
体
制

営
業
時
間

営
業
日

事
業
の
実
施
地
域

入
所
利
用
定
員
及

び
居
室
数

緊
急
時
等
の
対
応

方
法

食
事
提
供
の
内
容

一
時
介
護
室
取
扱

い そ
の
他
運
営
に
関

す
る
重
要
事
項

第
三
者
評
価
の
実

施
状
況

事
故
発
生
時
の
対

応 苦
情
処
理
体
制

資料３

資料３「運営規程及び重要事項説明書の規程並びに掲示が必要な項目」.xlsx運営規定事項（再掲）
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提
　
　
　
　
出
　

　
　

　
書

　
　

　
　

類

変
更

届
出

書
【

第
3
号

様
式

】

変
更

内
容

対
照

表
【

第
3
号

様
式

】
(
※

９
）

付
表

参
考

様
式

1
1

介
護

支
援

専
門

員
確

認
表

定
款

(
写

し
）

要
原

本
証

明

登
記

事
項

証
明

書
（

写
し

）

勤
務

形
態

一
覧

表
（

※
1
0
）

従
業

者
の

資
格

証
（

写
し

）
要

原
本

証
明

経
歴

書
平

面
図

・
写

真
運

営
規

程
標

準
作

業
書

契
約

書
の

写
し

誓
約

書
役

員
・

管
理

者
名

簿

老
人

福
祉

法
に

基
づ

く
変

　
更

　
届

 
(
※

８
)

(
1
)

○
△

○
○

○
○

(
2
)

○
△

○
○

○
○

○

(
3
)

○
△

○
○

(
4
)

○
△

○
(
※

３
)

○
○

○

(
5
)

○
△

○
○

○

(
6
)

○
△

○
○

○
(
※

５
)

(
7
)

○
△

○

(
8
)

○
△

○
○

○
(
※

４
)

○
○

○
○

(
9
)

○
△

○
○

○
○

①
運
営
方
針
・
事
業
の
目
的

○
△

○

②
職
員
の
職
種
・
員
数
・
職
務
内
容

○
△

○
○

○
○
(
※

１
)

○
○

○

③
利
用
料
・
サ
ー
ビ
ス
の
内
容

○
△

○
○

○

④
営
業
日
・
営
業
時
間

○
△

○
○

○

⑤
通
常
の
事
業
（
送
迎
）
の
実
施
地
域

○
△

○
○

○

⑥
利
用
（
入
所
）
定
員
　

（
※

７
）

○
△

○
○

○
○

○

⑦
緊
急
時
に
お
け
る
対
応
方
法

○
△

○

⑧
非
常
災
害
対
策

○
△

○

⑨
サ
ー
ビ

ス
（
施
設
）
利
用
に
当
た
っ
て
の
留
意
事
項

○
△

○

⑩
そ
の
他
運
営
に
関
す
る
留
意
事
項

○
△

○

(
1
1
)

○
△

○
○

○

(
1
2
)

○
△

○
○

○

(
1
3
)

○
△

○
○

(
1
4
)

○
△

○
○

(
1
5
)

○
△

○
○

(
1
7
)

○
△

○
○

○
(
※

６
)

○

(
1
9
)

○
△

○
○

○

(
2
0
)

○
△

○
〇

○
○

○

※
1

指
定
基
準
上
、
資
格
要
件
を
必
要
と
さ
れ
る
職
員
の
場
合
の
み
。

※
2

訪
問
入
浴
介
護
及
び
介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
の
み
。

※
3

登
記
簿
謄
本
に
代
表
者
で
あ
る
旨
が
記
載
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は
、
代
表
者
に
選
任
さ
れ
た
こ
と
を
示
す
書
類
（
理
事
会
議
事
録
の
抄
本
）
を
添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

※
4

訪
問
看
護
、
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
は
必
須
。

※
5

訪
問
入
浴
介
護
は
当
該
事
業
に
使
用
す
る
備
品
等
の
変
更
が
あ
れ
ば
、
平
面
図
の
余
白
に
記
入
す
る
（
１
件
２
万
円
以
上
が
目
安
）
。

※
6

福
祉
用
具
の
保
管
・
消
毒
を
他
の
業
者
に
委
託
す
る
場
合
に
添
付
。

※
7

定
員
の
増
に
係
る
変
更
に
つ
い
て
は
、
事
前
協
議
が
必
須
。
建
物
を
改
築
す
る
場
合
は
、
「
建
物
、
消
防
へ
の
確
認
（
様
式
３
）
」
も
添
付

※
8

・
老
人
居
宅
生
活
支
援
事
業
変
更
届
→
施
設
併
設
の
訪
問
介
護
、
通
所
介
護
、
（
予
防
）
短
期
入
所
生
活
介
護
の
み
　
・
老
人
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
等
変
更
届
→
各
保
健
所
管
轄
の
通
所
介
護
の
み
　
（
別
紙
整
理
表
参
照
）

※
9

変
更
届
出
書
中
「
変
更
の
内
容
」
の
枠
に
入
り
き
ら
な
い
場
合
に
、
当
該
対
照
表
に
記
載
す
る
。

※
1
0

指
定
基
準
上
、
必
要
な
職
種
を
全
員
分
記
載
す
る
こ
と
。
　
※
施
設
系
は
、
通
常
使
用
し
て
い
る
勤
務
表
も
併
せ
て
添
付
。

※
H
3
0
.
1
0
.
0
1
更

新
　

斜
線

部
分

は
削

除

役
員
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
住
所

介
護
支
援
専
門
員
の
氏
名
及
び
登
録
番
号

協
力
医
療
機
関
又
は
協
力
歯
科
医
療
機
関

事
業
所
の
種
別

提
供
す
る
居
宅
療
養
管
理
指
導
の
種
類

事
業
実
施
形
態
（
本
体
施
設
が
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の

場
合
の
単
独
型
・
空
床
利
用
型
・
併
設
型
）

入
院
患
者
又
は
入
所
者
の
定
員

福
祉
用
具
の
保
管
及
び
消
毒
方
法

(
1
0
)

運 営 規 程

変
更

届
出

書
添

付
書

類
一

覧
表

変
更
が
あ
っ
た
事
項

事
業
所
（
施
設
）
の
名
称

事
業
所
（
施
設
）
の
所
在
地

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地

代
表
者
（
開
設
者
）
の
氏
名
、
生
年
月
日
、
住
所
及
び
職

名  定
款
・
寄
附
行
為
等
及
び
そ
の

登
記
事
項
証
明
書
又
は
条

例
等

事
業
所
（
施
設
）
の
建
物
の
構
造
、
専
用
区
画
等

備
品

　
（

※
２

）

事
業
所
（
施
設
）
の
管
理
者
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
住

所 サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者
の
氏
名
及
び
住
所

資
料
４
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第３号様式（第４条関係）

令和 ○○ 年 ○ 月 ○ 日

沖 縄 県 知 事　殿

住所

開設者

氏名

印

　次のとおり指定を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

4 7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

変　　更　　の　　内　　容

1

2

3

4

6

9

10

11

12

13

15

18

19

20

令和 ○○ 年 ○ 月 ○ 日

備考 1 該当項目番号に○を付してください。

2 変更内容がわかる書類を添付してください。

※ 「変更の内容」欄が足りない場合には、「変更内容対照表」をご利用ください。

提供する居宅療養管理指導の種類

入院患者又は入所者の定員

事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所
（介護老人保健施設を除く。）

事業所の種別

サービス提供責任者の氏名及び住所

運営規程

協力医療機関（病院）及び協力歯科医療機関

　変更があった事項

定款・寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等
（当該事業に関するものに限る。）

5

事業所（施設）の名称

事業所（施設）の所在地

事業（開設）者の名称及び主たる事務所の所在地

代表者（開設者）の氏名、生年月日、住所及び職名

事業所（施設）の建物の構造、専用区画等

7

8

備品（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事
業）

変　更　年　月　日

14

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連
携及び支援体制

福祉用具の保管及び消毒方法（委託している場合に
あっては、委託先の状況）

17

16

介護支援専門員の氏名及びその登録番号

併設施設の状況等

役員の氏名、生年月日及び住所

事業実施形態（単独型、本体施設が特別養護老人ホー
ムの場合の空床利用型、併設型の別）

（変更前）

 所在地

 名　称 ○○通所介護事業所

沖縄県国頭郡国頭村字○○

10　運営規程
（従業者の職種、員数）
第４条　この事業所に勤務する従業者の職種、員数は、次の
とおりとする。
（１）管理者　１名（常勤専従）
（２）生活相談員　２名（常勤専従１名、常勤兼務１名）
（３）看護職員　１名（常勤専従）
（４）介護支援専門員　１名　（常勤専従１）

20　介護支援専門員
　沖縄 Ａ太郎　○△□○△□

10　運営規程
（従業者の職種、員数）
第４条　この事業所に勤務する従業者の職種、員数は、次の
とおりとする。
（１）管理者　１名（常勤兼務）
（２）生活相談員　２名（常勤専従１名、常勤兼務１名）
（３）看護職員　２名（常勤専従１名、非常勤専従１名）
（４）介護支援専門員　２名　（常勤専従１、非常勤専従１
名）

20　介護支援専門員
　○○　Ａ太郎　○△□○△□
　○○　Ｂ子　　◇△○□△◇（新規）

沖縄県国頭郡国頭村字○○

株式会社　沖縄○○ケア

　代表取締役　沖縄　太郎

変　更　届　出　書

　指定内容を変更した事業所（施設）

　通所介護事業所

介 護 保 険 事 業 所 番 号

　サービスの種類

（変更後）

記載例

留意事項
１ 変更内容と、「変更届出書」、「運営規程」、「付表」、「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」がの記載事項が一致
していない場合があるので、注意すること。
（例えば、人員数の変更があった場合、「運営規程の人員」と「付表」、「勤務形態一覧表」が一致しないなど。）
２ 運営規程変更の場合、附則の年月日がもれている事例が多く見受けられるので注意すること。
３ 「運営規程」の人員を見直す場合、基準上の人員及び配置すべき時間が適正であるかを確認すること。

変更箇所に、アンダーラ
インを引くこと。

資料５

変更した日から１０日以内に提出。
住所移転の際は、概ね１ヶ月前には事
前調整を行う。

定款・寄付行為等の変更は変
更届の対象外となりました。
（H30.10.1より)

役員変更は変更届の対
象外となりました。
（H30.10.1より)
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別添資料

変更前 変更後

注１　変更する事項と内容を記載し、変更部分に下線を引いてください。
　    2　変更内容はそれぞれ事項別に記載してください。

   3　変更に伴う資料が必要な場合は添付してください。

変　更　内　容　対　照　表

変更届出書（第３号様式）中の「変更の内容」枠に入りきらない

場合、当該対照表に記載し、添付する。
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資料６

サービス 職務

訪問介護員等

サービス提供責任者

生活相談員

看護職員

機能訓練指導員

管理者 □看護師又は准看護師

看護師等

福
祉
用
具
貸
与
・
販
売

福祉用具専門相談員

★「社会福祉に関する科目」は、時代の変遷とともに科目名の変更が行われています。このため、三科目主事の
該当可否を判断する際には、卒業された年度において規定されていた指定科目名に基づいて確認することにな
ります。科目名の変更は行っていますが、制度自体の変更はなく、大学等に在籍当時に指定科目名と一言一句
同じ科目を３科目以上履修し、卒業されていれば該当することとなります。（科目等履修生として履修されたもの
は認められません。）なお、３科目以上を履修したことを証する書類としては、学校から出される卒業証明書と成
績証明書の２点をもって確認することとします。
　厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目については、下記ページを参照。
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/shakai-kaigo-fukushi1/shakai-
kaigo-fukushi9.html

□福祉用具専門相談員指定講習修了者
□保健師
□看護師又は准看護師
□理学療法士
□作業療法士
□社会福祉士
□介護福祉士
□義肢装具士

　沖縄県が指定する指定居宅サービス等において、各事業所に配置する従事者の資格要件は以下のとおりとな
ります。下記以外の資格では認められませんのでご注意下さい。
　また、これらの資格について各登録簿や籍への登録が済んでいること等が必要です。（試験に合格しただけで
は不可。氏名の変更についても速やかに書き換えを行って下さい。）
例：介護福祉士→介護福祉士登録簿、看護師→看護師籍

　指定居宅サービス等の従事者に関する資格要件チェックリスト（H30～）
沖縄県高齢者福祉介護課

資格要件

□介護職員初任者研修修了者
□訪問介護員養成研修２級課程修了者
□介護福祉士
□介護福祉士実務者研修修了者
□介護職員基礎研修修了者
□訪問介護員養成研修１級課程修了者
□看護師又は准看護師
□保健師

□介護福祉士
□介護福祉士実務者研修修了者
□介護職員基礎研修修了者
□訪問介護員養成研修１級課程修了者
□看護師又は准看護師
□保健師

訪
問
介
護

□社会福祉士
□精神保健福祉士
□社会福祉主事及びその任用資格（大学等において社会福祉に関する指定３科目
を履修した者★）
□介護福祉士
□介護支援専門員

□看護師又は准看護師
□理学療法士
□作業療法士
□言語聴覚士
□柔道整復師
□あん摩マッサージ指圧師
□一定の実務経験を有するはり師
□一定の実務経験を有するきゅう師

通
所
介
護

□看護師又は准看護師
□保健師
□理学療法士
□作業療法士
□言語聴覚士
※人員基準に含めることができるのは、看護師・准看護師・保健師のみ。
※看護補助者は資格不要だが、雇用されている必要あり。

訪
問
看
護

□看護師又は准看護師

一定の実務経験とは、理学療法士等の

資格を有する機能訓練指導員を配置し

た事業所で６月以上勤務し、機能訓練

指導に従事した経験を有する者。
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新
規

変
更

休
止

・
廃

止

老
人

居
宅

介
護

等
事

業
訪

問
介

護

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

事
業

通
所

介
護

＜
基

本
設

備
が

特
養

等
他

の
施

設
と

共
用

す
る

場
合

＞

老
人

短
期

入
所

事
業

短
期

入
所

生
活

介
護

（
予

防
）
 ＜

基
本

設
備

が
空

床
利

用
型

な
ど

特
養

等
他

の
施

設
共

用
す

る
場

合
＞

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

通
所

介
護

 ＜
単

独
＞

老
人

短
期

入
所

施
設

短
期

入
所

生
活

介
護

（
予

防
）
 ＜

単
独

＞

老
人

居
宅

生
活

支
援

事
業

変
更

届
（
第

1
号

様
式

の
2
）

老
人

居
宅

生
活

支
援

事
業

廃
止

（
休

止
）
届

（
第

1
号

様
式

の
3
）

老
人

福
祉

施
設 ※

「
施

設
」

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

等
設

置
届

（
第

2
号

様
式

）

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

等
事

業
変

更
届

（
第

2
号

様
式

の
2
）

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

等
廃

止
（
休

止
）
届

（
第

2
号

様
式

の
3
）

※
通

所
介

護
、

短
期

入
所

生
活

介
護

に
つ

い
て

、
「
事

業
」
に

該
当

す
る

場
合

は
、

「
老

人
居

宅
生

活
支

援
事

業
○

○
届

」
を

提
出

す
れ

ば
よ

く
、

「
老

人
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
セ

ン
タ

ー
等

○
○

届
」
を

提
出

す
る

必
要

は
な

い
（
逆

も
同

様
で

す
。

）
。

老
人
福
祉
法
に
基
づ
く
居
宅
生
活
支
援
事
業
等
の
届
出
に
つ
い
て

老
人

福
祉

法
上

の
サ

ー
ビ

ス
名

介
護

保
険

法
上

の
サ

ー
ビ

ス
名

老
人

福
祉

法
に

基
づ

く
居

宅
生

活
支

援
事

業
等

の
届

出

老
人

居
宅

生
活

支
援

事
業

※
「
事

業
」

老
人

居
宅

生
活

支
援

事
業

開
始

届
（
第

1
号

様
式

）

老
人

居
宅

生
活

支
援

事
業

等
変

更
届

出
事

項

•一
事

業
の

種
類

及
び

内
容

•二
経

営
者

の
氏

名
及

び
住

所
（
法

人
で

あ
る

と
き

は
、

そ
の

名
称

及
び

主
た

る
事

務
所

の
所

在
地

）

•三
条

例
、

定
款

そ
の

他
の

基
本

約
款

•四
職

員
の

定
数

及
び

職
務

の
内

容

•五
主

な
職

員
の

氏
名

及
び

経
歴

•六
事

業
を

行
お

う
と

す
る

区
域

（
市

町
村

の
委

託
を

受
け

て
事

業
を

行
お

う
と

す
る

者
に

あ
つ

て
は

、
当

該
市

町
村

の
名

称
を

含
む

。
）

•七
老

人
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
、

老
人

短
期

入
所

事
業

を
行

お
う

と
す

る
者

に
あ

つ
て

は
、

当
該

事
業

の
用

に
供

す
る

施
設

、
サ

ー
ビ

ス
の

拠
点

又
は

住
居

の
名

称
、

種
類

、
所

在
地

及
び

入
所

定
員

、
登

録
定

員
又

は
入

居
定

員
（
老

人
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
に

係
る

も
の

を
除

く
。

）

•八
事

業
開

始
の

予
定

年
月

日

老
人

デ
イ

サ
ー

ビ
ス

セ
ン

タ
ー

等
事

業
変

更
届

出
事

項

•一
施

設
の

名
称

、
種

類
及

び
所

在
地

•二
建

物
の

規
模

及
び

構
造

並
び

に
設

備
の

概
要

•三
職

員
の

定
数

及
び

職
務

の
内

容

•四
施

設
の

長
そ

の
他

主
な

職
員

の
氏

名
及

び
経

歴

•五
事

業
を

行
お

う
と

す
る

区
域

（
市

町
村

の
委

託
を

受
け

て
事

業
を

行
お

う
と

す
る

者
に

あ
つ

て
は

、
当

該
市

町
村

の
名

称
を

含
む

。
）

•六
老

人
短

期
入

所
施

設
に

あ
つ

て
は

、
そ

の
入

所
定

員

•七
事

業
開

始
の

予
定

年
月

日

資
料

７

資
料

７
「
老

人
福

祉
法

に
基

づ
く
居

宅
生

活
支

援
事

業
等

の
届

出
に

つ
い

て
」
.x

ls
老

福
法

届
出
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２．介護給付費算定に係る体制等に関する届出について

介護給付費算定に係る体制等（介護報酬加算等）に関する情報は、適正な支給限度額管

理のため、利用者や居宅介護支援事業者へ周知する必要があります。そのため、介護報酬

の加算等の適用を受けるためには、事前に届出を行う必要がありますので、下記の事項に

留意してください。

１ 届出に必要な書類
① 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

② 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙１、別紙１－２）

③ 添付書類（ 介護給付算定に係る体制等に関する届出書類について （サービス「 」

毎）参照）

※上記①②は提出必須書類となります。

２ 加算等の算定の開始時期
実施するサービスの種類により異なります。

また、期限内に届出を行った場合でも、書類に不備がある場合などは、修正等に時間

を要し、算定予定年月日までに算定できない場合もあります。そのため、期限の２週間

から１ヶ月程度前にまでに届出を行ってください。

算定開始時期
サービスの種類

（算定される単位数が増えるものに限る）

○居宅サービス及び介護予防サ 毎月 日以前になされた場合 → 翌月から15
ービス（訪問系、通所系、福祉 毎月 日以降になされた場合 → 翌々月から16
用具貸与） 算定を開始する。

○居宅サービス及び介護予防サ 届け出が受理された日が属する月の翌月から算定を開

ービス（短期入所系、特定施設 始する。

入居者生活介護） ※届出が受理された日が月の初日である場合は当該月

○施設サービス（老福、老健、 から算定。

療養、医療院）

３ 加算等の要件を満たさなくなった場合の取扱い
加算等の要件を満たさなくなった場合には、速やかにその旨を届け出る必要がありま

す。

なお、この場合、加算の要件を満たさなくなった事実が発生した日から加算等の算定

は行えませんので、その取扱いについては適正に行ってください。

取り下げにおける届出書類は 「介護給付算定に係る体制等に関する届出書類につい、

て （サービス毎）を参照ください。」
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４ その他
（１）加算等の算定に伴い、運営規程の内容に変更が生じた場合には、併せて変更届出書

も提出してください。

また、届出に伴い、利用料金が変更されますので、重要事項説明書及び事業所内の

掲示事項についても見直しを行ってください。

（２）サービス提供体制強化加算についての注意事項

サービス提供体制強化加算における職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法

により算出した前年度（４月～２月の ヶ月間）の平均を用いて算出することにな11
っています。

つまり、当加算については毎年、前年度（４月～２月の ヶ月間）の実績を踏ま11
え、新年度において算定できるかどうか判定することとなりますので、ご留意くださ

い。

ただし、前年度の実績が６ヶ月に満たない事業所については、届出日の属する月の

前３ヶ月について、常勤換算方法により算出した平均を用いることになっています。

その場合、加算の届出提出以降も継続的に直近３ヶ月間の職員の割合を維持する必要

があり、所定の割合を下回った場合には、直ちにその旨を届け出る必要があります。

５ 届出における各種様式のダウンロード
届出における様式は、以下のサイトより入手してください。

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/shido/kaisei/yousiki2.html
ホーム > 健康・医療・福祉 > 高齢者福祉 > 介護サービス関係（介護指導班） > 介

護給付費算定に関する届出

（該当するサービス分を添付）６ 特記事項
（１ 「介護職員処遇改善加算のご案内」他、別紙を参照下さい。）

（２ （訪問介護）通院等乗降介助に係る届出について）

（３ （通所介護、通所リハビリテーション）事業所規模区分の確認について）

（４ （介護予防通所リハビリテーション）事業所評価加算の判定について）
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▶「加算Ⅰ」を取得すれば介護職員１人当たり月額３万７千円相当の加算が受け取れます。

「介護職員処遇改善加算」のご案内

介護保険サービス事業者と介護職員の皆さまへ

厚生労働省では、介護の現場で働く介護職員の方の処遇改善を図るため、
「介護職員処遇改善加算」をご用意しております。

A2．介護職員処遇改善加算の申請のために必要な要件は以下のとおりです。
申請できる加算の区分は、どの要件を満たしているかによって異なります。

▶キャリアパス要件：Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの３種類の要件があります。
Ⅰ…職位・職責・職務内容に応じた任用要件と賃金体系の整備をすること
Ⅱ…資質向上のための計画を策定して、研修の実施または研修の機会を設けること
Ⅲ…経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を

判定する仕組みを設けること。

▶職場環境等要件：賃金改善以外の処遇改善（職場環境の改善など）の取組を実施すること。

Q２．「キャリアパス要件」「職場環境等要件」とは？

Q１．「介護職員処遇改善加算」ってどのような制度？

A1．全５区分からなる、区分ごとに設定された要件を満たした介護事業所で働く介護職員の方
の賃金改善を行うための加算です。

キャリアパス要件
Ⅰ及びⅡ

＋
職場環境等要件を

満たす
（平成27年4月以降

実施する取組）

キャリアパス要件
ⅠまたはⅡ

＋
職場環境等要件を

満たす

キャリアパス要件
ⅠまたはⅡ

または職場環境等要件

のいずれかを満たす

キャリアパス要件
Ⅰ・Ⅱ

職場環境等要件

のいずれも満たさない

厚生労働省

加算Ⅳ

月額 13,500円相当

加算Ⅲ

月額 15,000円相当

加算Ⅴ

月額 12,000円相当

＜全５区分＞

※１ 加算を取得した事業所においては、加算相当額の賃金改善を行うことが必要となります。

加算Ⅱ

月額 27,000円相当

（介 護 職 員 １ 人 当 た り )

月額 37,000円相当

加算Ⅰ

キャリアパス要件
Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの全て

＋
職場環境等要件を

満たす
（平成27年4月以降

実施する取組）

※ 介護職員処遇改善加算を取得するにあたっては、賃金改善等の処遇改善の内容等について、
雇用する全ての介護職員へ周知することが必要です。

○ 「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組み
○ 「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組み
○ 「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組み

キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みの例

別紙５

- 24 -

※２ 加算Ⅳ及びⅤは、一定の経過措置期間の後、廃止することが決定されております。
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▶加算を取得した事業者は、介
護職員の研修機会の確保や雇用
管理の改善などとともに、加算
の算定額に相当する賃金改善を
実施する必要があります。

▶事業者は都道府県などに加算
の届出をした上で、加算請求は
国保連に行う必要があります。

支払の委託を受けた国保連は
事業者に加算（報酬）を支払い、
事業者は介護職員の賃金改善を
行います。

＜介護職員処遇改善加算をまだ取得していない場合＞

Q３．「介護職員処遇改善加算」の目的は？

A3．介護職員の安定的な処遇改善を図るための環境整備とともに、介護職員の賃金改善に
充てることを目的に創設された加算です。

「加算Ⅰ」を取得すると、加算Ⅱに比べ更に月額平均１万円相当、介護職員の方の賃金を上
げることができます。

◆加算Ⅰを取得するには、キャリアパス要件Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ及び職場環境等要件を全て充たす

ことが必要となります。

◆加算の申請には、介護職員処遇改善計画書と就業規則・給与規程などの必要書類を、

都道府県知事などへ届け出る必要があります。

＜介護職員処遇改善加算Ⅱ～Ⅴを取得している場合＞

加算の取得によって、これまでよりも介護職員の方への賃金を増やすことができます。
あなたの事業所が算定要件を満たしているかどうか確認してみてください。

◆加算の算定要件の確認と申請には、介護職員処遇改善計画書と、

就業規則・給与規程などの必要書類を、都道府県知事などへ届け出る必要があります。

①加算届出

②加算請求

③加算支払

介護職員

国保連
④賃金の改善

事業者

都道府県
または
市町村

＜加算の届出の流れ＞

支払の委託

詳しくは各自治体の介護保険の担当部署にお問い合わせください。
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介
護
職
員
等
特
定
処
遇
改
善
加

算
に
つ
い
て

 　
　
　

            
　
　
　
子
ど
も
生
活
福
祉
部
高
齢
者
福
祉
介

護
課
 

《
介
護
保

険
関
係
》
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2

介
護

人
材

確
保

の
た

め
の

取
組

を
よ

り
一

層
進

め
る

た
め

、
経

験
・

技
能

の
あ

る
職

員
に

重
点

化
を

図
り
な

が
ら
、

介
護

職
員

の
更

な
る

処
遇

改
善

を
進

め
る

。

具
体

的
に

は
、
他

の
介

護
職

員
な

ど
の

処
遇

改
善

に
こ

の
処

遇
改

善
の

収
入

を
充

て
る

こ
と

が
で

き
る

よ
う
柔

軟
な

運
⽤

を
認

め
る

こ
と

を
前

提
に

、
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

に
お

け
る

勤
続

年
数

1
0
年

以
上

の
介

護
福

祉
士

に
つ

い
て

⽉
額

平
均

８
万

円
相

当
の

処
遇

改
善

を
⾏

う
こ

と
を

算
定

根
拠

に
、
公

費
1
0
0
0
億

円
程

度
を

投
じ

、
処

遇
改

善
を

行
う
。

○
新
し
い
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
（
抜
粋
）

新
し
い
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
に
基
づ
く
介
護
職
員
の
更
な
る
処
遇
改
善

事 業所内で の配 分

そ の他 の 職 種

訪 問介護

訪 問入 浴介護

通 所リ ハ

A
％

B
％

C
％

加 算率の 設定

（
公

費
1
0
0
0
億

程
度

）

2
0
0
0
億
円

・
・
・

経 験・技 能 の あ る

介 護職員

他 の介 護 職 員

①
②

③

経 験・技 能 の あ る

介 護職員

経 験・技 能 の あ る

介 護職員

②

他
の

介
護

職
員

①
①

全
て

選
択

可
能

平 均処遇改善額

平 均処遇改善額

平 均処遇改善額

経 験・技 能 の あ る

介 護職員①

・
1
0
年

以
上

の
介

護
福

祉
士

の
数

に
応

じ
て

設
定

・
加

算
率

は
二

段
階

に
設

定

事
業

所
の

裁
量

も
認

め
つ

つ

一
定

の
ル

ー
ル

を
設

定

▶
平

均
の

処
遇

改
善

額
が

、

・
①

経
験

・
技

能
の

あ
る

介
護

職
員

は
、

②
そ

の
他

の
介

護
職

員
の

２
倍

以
上

と
す

る
こ

と

・
③

そ
の

他
の

職
種

（役
職

者
を

除
く
全

産
業

平
均

水
準

（年
収

4
4
0
万

円
）以

上
の

者
は

対
象

外
）は

、
②

そ
の

他
の

介
護

職
員

の
２
分

の
１
を

上
回

ら
な

い
こ

と

※
①

は
、

勤
続

1
0
年

以
上

の
介

護
福

祉
士

を
基

本
と

し
、

介
護

福
祉

士
の

資
格

を
有

す
る

こ
と

を
要

件
と

し
つ

つ
、

勤
続

1
0
年

の
考

え
方

は
、

事
業

所
の

裁
量

で
設

定

※
①

、
②

、
③

内
で

の
一

人
ひ

と
り
の

処
遇

改
善

額
は

、
柔

軟
に

設
定

可
能

※
平

均
賃

金
額

に
つ

い
て

、
③

が
②

と
比

べ
て

低
い

場
合

は
、

柔
軟

な
取

扱
い

が
可

能

▶
①

経
験

・
技

能
の

あ
る

介
護

職
員

に
お

い
て

「
月

額
8
万

円
」
の

改
善

又
は

「
役

職
者

を
除

く
全

産
業

平
均

水
準

（
年

収
4
4
0
万

円
）
」
を

設
定

・
確

保

→
リ
ー

ダ
ー

級
の

介
護

職
員

に
つ

い
て

他
産

業
と

遜
色

な
い

賃
金

水
準

を
実

現

②

他
の

介
護

職
員

③
そ

の
他

の
職

種

国
費
2
1
0
億
円
程
度

※
改
定
率
換
算
＋
1
.6
7
％
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3

①
o
r
 ②

処
遇
改
善
加
算
全
体
の
イ
メ
ー
ジ

①
＋

②
①

＋
②

＋
③

加
算
（
Ⅰ
）

月
額

3
.7

万
円

相
当

加
算
（
Ⅱ
）

月
額

2
.7

万
円

相
当

加
算
（
Ⅲ
）

月
額

1
.5

万
円

相
当

加
算
（
Ⅳ
）

加
算

(Ⅲ
)×

0
.9

加
算
（
Ⅴ
）

加
算

（
Ⅲ

）
×

0
.8

o
r

①
o
r
 ②

＋
＋

＋

職
場

環
境

等
要

件

算 定要件

現 行の処 遇 改善

加 算の区 分

キ
ャ

リ
ア

パ
ス

要
件

い
ず

れ
も

満
た

さ
な

い

取
得

率
6
7
.9

%
1
2
.5

%
8
.7

%
0
.8

%
0
.8

%

＜
新
加
算
（
特
定
処
遇
改
善
加
算
）
の
取
得
要
件
＞

・
現
⾏
の
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
（
Ⅰ
）
か
ら
（
Ⅲ
）
ま
で
を
取
得
し
て
い
る
こ
と

・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
の
職
場
環
境
等
要
件
に
関
し
、
複
数
の
取
組
を
⾏
っ
て
い
る
こ
と

・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
に
基
づ
く
取
組
に
つ
い
て
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
等
を
通
じ
た
⾒
え
る
化
を
⾏
っ
て
い
る
こ
と

＜
サ
ー
ビ
ス
種
類
内
の
加
算
率
＞

・
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
強
化
加
算
（
最
も
⾼
い
区
分
）
、
特
定
事
業
所
加
算
（
従
事
者
要
件
の
あ
る
区
分
）
、
⽇
常
⽣
活
継
続
⽀
援
加
算
、
⼊
居
継
続
⽀
援
加
算

の
取
得
状
況
を
加
味
し
て
、
加
算
率
を
⼆
段
階
に
設
定

・
加
算
率
の
設
定
に
当
た
っ
て
は
、
１
段
階
と
し
た
場
合
の
加
算
率
を
試
算
し
た
上
で
、
原
則
、
新
加
算
（
Ⅱ
）
の
加
算
率
が
そ
の
×
0
.9
と
な
る
よ
う
設
定

（
た
だ
し
、
新
加
算
（
Ⅰ
）
と
新
加
算
（
Ⅱ
）
で
加
算
率
の
差
が
⼤
き
く
な
る
場
合
（
1
.5
倍
を
超
え
る
場
合
）
に
は
、
×
0
.9
5
と
な
る
よ
う
設
定
）

※
現
⾏
の
処
遇
改
善
加
算
と
別
の
加
算
と
し
て
設
定

（
現
⾏
の
加
算
の
取
扱
い
に
変
更
は
な
い
）

※
現
⾏
の
加
算
（
Ⅳ
、
Ⅴ
）
に
つ
い
て
は
、
今
後
廃
⽌
予
定

新
加
算

（
Ⅰ
）

新
加
算

（
Ⅱ
）

新
加
算

（
Ⅰ
）

新
加
算

（
Ⅱ
）

新
加
算

（
Ⅰ
）

新
加
算

（
Ⅱ
）
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4

サ
ー

ビ
ス

区
分

特
定

処
遇

改
善

加
算

現
行

の
処

遇
改

善
加

算

新
加

算
Ⅰ

新
加

算
Ⅱ

加
算

Ⅰ
加

算
Ⅱ

加
算

Ⅲ
加

算
Ⅳ

加
算

Ⅴ

・訪
問

介
護

・夜
間

対
応

型
訪

問
介

護

・定
期

巡
回

・随
時

対
応

型
訪

問
介

護
看

護

６
．

３
％

４
．

２
％

１
３

．
７

％
１

０
．

０
％

５
．
５
％

加
算

（Ⅲ
）に

よ
り
算

出
し

た

単
位

×
０
．
９

加
算

（Ⅲ
）に

よ

り
算

出
し

た
単

位

×
０
．
８

・（
介

護
予

防
）訪

問
入

浴
介

護
２

．
１

％
１

．
５

％
５

．
８

％
４

．
２

％
２
．
３
％

・通
所

介
護

・地
域

密
着

型
通

所
介

護
１

．
２

％
１

．
０

％
５

．
９

％
４

．
３

％
２
．
３
％

・（
介

護
予

防
）通

所
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

２
．

０
％

１
．

７
％

４
．

７
％

３
．

４
％

１
．
９
％

・（
介

護
予

防
）特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

・地
域

密
着

型
特

定
施

設
入

居
者

生
活

介
護

１
．

８
％

１
．

２
％

８
．

２
％

６
．

０
％

３
．
３
％

・（
介

護
予

防
）認

知
症

対
応

型
通

所
介

護
３

．
１

％
２

．
４

％
１

０
．

４
％

７
．

６
％

４
．
２
％

・（
介

護
予

防
）小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介
護

・看
護

小
規

模
多

機
能

型
居

宅
介

護
１

．
５

％
１

．
２

％
１

０
．

２
％

７
．

４
％

４
．
１
％

・（
介

護
予

防
）認

知
症

対
応

型
共

同
生

活
介

護
３

．
１
％

２
．

３
％

１
１

．
１

％
８

．
１

％
４
．
５
％

・介
護

老
人

福
祉

施
設

・地
域

密
着

型
介

護
老

人
福

祉
施

設
入

所
者

生
活

介
護

・（
介

護
予

防
）短

期
入

所
生

活
介

護

２
．

７
％

２
．

３
％

８
．

３
％

６
．

０
％

３
．
３
％

・介
護

老
人

保
健

施
設

・（
介

護
予

防
）短

期
入

所
療

養
介

護
（老

健
）

２
．

１
％

１
．

７
％

３
．

９
％

２
．

９
％

１
．
６
％

・
介

護
療

養
型

医
療

施
設

・
（
介

護
予

防
）
短

期
入

所
療

養
介

護
（
病

院
等

）
１

．
５
％

１
．

１
％

２
．

６
％

１
．

９
％

１
．

０
％

・
介

護
医

療
院

・
（
介

護
予

防
）
短

期
入

所
療

養
介

護
（
医

療
院

）
１

．
５

％
１

．
１

％
２

．
６

％
１

．
９

％
１

．
０

％

サ
ー

ビ
ス

区
分

加
算

率

（介
護

予
防

）訪
問

看
護

、
（介

護
予

防
）訪

問
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

、
（介

護
予

防
）福

祉
用

具
貸

与
、

特
定

（介
護

予
防

）福
祉

用
具

販
売

、
（介

護
予

防
）居

宅
療

養
管

理
指

導
、

居
宅

介
護

支
援

、
介

護
予

防
支

援
０
％

２
．
加
算
算
定
非
対
象
サ
ー
ビ
ス

１
．
加
算
算
定
対
象
サ
ー
ビ
ス

介
護
職
員
等
の
処
遇
改
善
加
算
に
係
る
加
算
率
に
つ
い
て ＊

１
段
階
×
0
.9
5
と
し
た
サ
ー
ビ
ス
区
分

＊ ＊ ＊ ＊ ＊
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通院等乗降介助に係る届出について

１ 必要な届出

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

・ 運営規程に関する）変更届出書（

２ 届出の処理期間等

介護給付費算定に係る体制等に関する届出については、一般的に毎月 日までに15
提出すれば、翌月の１日から算定が可能になります。しかし、通院等乗降介助につい

ては、届出が提出された後、市町村の意見を聴取しなければなりません （別添「通。

院等のための乗車又は降車の介助」の適正な実施について（平成 年 月 日・老15 3 19
振発第 号）参照）このため、通常の処理よりも時間がかかりますので、当該0319002
届出については、算定（サービス）開始予定月の前月５日までに提出してください。

３ 通院等乗降介助届出受理までの流れ

① 届出の提出

必要な書類を全て提出してください。不備の多い書類は受け取れませんので、記

入漏れ等のないようご注意ください。

（必要な書類）

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙２）

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 （別紙１－１）

・ 通院等のための乗車又は降車の介助」の実施に係る確認票（様式１）「

・道路運送法に基づく許可証

・従業者の勤務の態勢及び勤務形態一覧表（別紙７）

② 市町村への意見聴取

他の届出とは異なり、当該届出については市町村の意見を聴取することとなって

います。上記のとおり余裕をもって提出するようお願いします。

③ 現地調査

届出を行った事業所の人員及び設備等が基準に適合しているか、また車両の確認

もします。

④ 県の内部審査

⑤ 届出受理

受理決定後は、サービス提供が可能となります。

※ 運営規程の変更について

通院等乗降介助 のサービスを行う際には 運営規程中のサービスの内容に 通「 」 、 「

院等乗降介助」を規定する必要があります。当該サービスの提供が可能になりまし

たら、運営規程の変更を行い、１０日以内に変更届を提出してください。
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